
平成 15年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 15年 5月 20日

上   場   会   社   名    森永製菓株式会社 上場取引所 東 大 名 札

コード番号    2201 本社所在都道府県

(URL http://www.morinaga.co.jp)

代　　  表  　　者　　　　代表取締役社長　　　森永　剛太 東京都

問合せ先責任者　　　　広 　報 　部 　長　　　橋本　守 TEL (03) 3456 - 0112
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 20日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 15年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 (注)本個別財務諸表の概要及び添付資料に係る金額の端数処理は百万円未満を切捨てております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 149,401 △ 0.9 3,661 26.0 3,332 22.9

14年  3月期 150,798 △ 2.1 2,904 △ 66.2 2,710 △ 68.0

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 464 △ 75.8 1.71 - 0.8 2.5 2.2

14年  3月期 1,922 △ 22.8 7.09 - 3.4 2.0 1.8

(注)①期中平均株式数 15年  3月期   270,716,796 株　　　14年  3月期   270,933,616 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 5.00 0.00 5.00 1,352 291.3 2.4

14年  3月期 5.00 0.00 5.00 1,354 70.5 2.5

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 132,753 55,253 41.6 204.27

14年  3月期 137,614 55,181 40.1 203.70

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期    　270,488,095 株　14年  3月期    　270,897,586 株

 　 ②期末自己株式数　　15年  3月期        　460,753 株　14年  3月期         　51,262 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 71,600 1,000 320 0.00 － －

通　　期 146,400 3,500 1,450 － 5.00 5.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 36 銭 

※業績予想につきましては、適正な情報に基づき作成したものでありますが、実際の業績は今後様々な要因
　 によって予想数値と異なる場合があります。
　上記業績予想に関連する事項につきましては、決算短信(連結)添付資料の１０ページを参照して下さい。
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 比  較  貸  借  対  照  表    比  較  貸  借  対  照  表    比  較  貸  借  対  照  表    比  較  貸  借  対  照  表   
( 単 位  百 万 円 )

期 　 　 　 　 別 　 　 当 　 　 期     末 前     期     末
平 成 1 5年 3月 3 1日 現 在 平 成 1 4年 3月 3 1日 現 在 増 減

　 　 科 　 　 　 　 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比
（ 資 産 の 部 ） % %

Ⅰ   流 動 資 産 4 1 , 5 3 3  3 1 . 3 4 6 , 0 4 8  3 3 . 5 △ 4 , 5 1 5  
    現 金 及 び 預 金 8 , 7 1 6  9 , 6 4 1  △ 9 2 5  
    受 取 手 形 7 3 8  9 7 5  △ 2 3 7  
    売 掛 金 1 6 , 7 6 3  1 9 , 6 3 6  △ 2 , 8 7 3  
    た な 卸 資 産 8 , 5 4 9  9 , 4 0 0  △ 8 5 1  
    前 払 費 用 2 , 8 2 2  2 , 1 6 7  6 5 5  
    繰 延 税 金 資 産 2 , 3 7 1  3 , 0 7 7  △ 7 0 6  
    そ の 他 1 , 9 0 7  2 , 1 1 9  △ 2 1 2  
    貸 倒 引 当 金 △ 3 3 7  △ 9 7 0  6 3 3  

Ⅱ   固 定 資 産 9 1 , 2 2 0  6 8 . 7 9 1 , 5 6 5  6 6 . 5 △ 3 4 5  
    有 形 固 定 資 産 7 2 , 2 1 3  5 4 . 4 7 4 , 0 1 5  5 3 . 8 △ 1 , 8 0 2  
      建 物 2 1 , 8 5 6  2 2 , 2 3 3  △ 3 7 7  
      構 築 物 3 , 1 5 1  3 , 3 9 3  △ 2 4 2  
      機 械 及 び 装 置 1 1 , 5 4 2  1 2 , 8 0 0  △ 1 , 2 5 8  
      車 両 ・ 運 搬 具 2 9  3 5  △ 6  
      工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 4 3 6  5 1 9  △ 8 3  
      土 地 3 4 , 9 6 6  3 4 , 9 6 6  0  
      建 設 仮 勘 定 2 2 9  6 7  1 6 2  
    無 形 固 定 資 産 5 8 8  0 . 4 6 9 0  0 . 5 △ 1 0 2  
      借 地 権 3 8 2  3 8 2        －  
      そ の 他 2 0 6  3 0 8  △ 1 0 2  
    投 資 そ の 他 の 資 産 1 8 , 4 1 9  1 3 . 9 1 6 , 8 5 9  1 2 . 3 1 , 5 6 0  
      投 資 有 価 証 券 1 4 , 4 2 2  1 2 , 9 3 3  1 , 4 8 9  
      関 係 会 社 株 式 3 , 2 8 9  3 , 1 3 8  1 5 1  
      長 期 貸 付 金 1  1  0  
      そ の 他 1 , 3 4 7  1 , 4 0 2  △ 5 5  
      貸 倒 引 当 金 △ 4 1 1  △ 3 8 6  △ 2 5  
      投 資 評 価 引 当 金 △ 2 3 0  △ 2 3 0        －  

資 産 合 計 1 3 2 , 7 5 3  1 0 0 . 0 1 3 7 , 6 1 4  1 0 0 . 0 △ 4 , 8 6 1  
（ 負 債 の 部 ） % %

Ⅰ   流 動 負 債 3 7 , 9 1 5  2 8 . 6 5 2 , 3 9 6  3 8 . 1 △ 1 4 , 4 8 1  
    支 払 手 形 4 , 6 4 5  6 , 2 1 3  △ 1 , 5 6 8  
    買 掛 金 8 , 5 7 8  1 1 , 1 4 7  △ 2 , 5 6 9  
    短 期 借 入 金 7 , 1 7 2  1 5 , 6 7 1  △ 8 , 4 9 9  
    未 払 金 8 , 8 1 1  9 , 1 9 3  △ 3 8 2  
    未 払 法 人 税 等 7 8  3 9  3 9  
    未 払 消 費 税 等 5 2 1  4 2 6  9 5  
    未 払 費 用 2 , 9 4 5  2 , 9 9 2  △ 4 7  
    預 り 金 2 , 1 3 5  2 , 4 3 9  △ 3 0 4  
    賞 与 引 当 金 1 , 8 6 8  1 , 8 8 9  △ 2 1  
    そ の 他 1 , 1 5 8  2 , 3 8 2  △ 1 , 2 2 4  

Ⅱ   固 定 負 債 3 9 , 5 8 4  2 9 . 8 3 0 , 0 3 6  2 1 . 8 9 , 5 4 8  
    長 期 借 入 金 1 6 , 6 7 0  5 , 9 5 6  1 0 , 7 1 4  
    繰 延 税 金 負 債 4 , 3 3 0  3 , 8 4 3  4 8 7  
    退 職 給 付 引 当 金 8 , 1 9 0  8 , 9 3 6  △ 7 4 6  
    役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 2 9 9  3 9 8  △ 9 9  
    受 入 敷 金 ・ 保 証 金 1 0 , 0 9 0  1 0 , 8 9 8  △ 8 0 8  
    そ の 他 2  2  0  

負 債 合 計 7 7 , 5 0 0  5 8 . 4 8 2 , 4 3 2  5 9 . 9 △ 4 , 9 3 2  
（ 資 本 の 部 ） % %

Ⅰ   資 本 金       －     －  1 8 , 6 1 2  1 3 . 5    －  
Ⅱ   資 本 準 備 金       －     －  1 7 , 1 8 6  1 2 . 5    －  
Ⅲ   利 益 準 備 金       －     －  3 , 0 7 9  2 . 2    －  
Ⅳ   そ の 他 の 剰 余 金       －     －  1 4 , 4 7 9  1 0 . 5    －  

   任 意 積 立 金       －  1 1 , 0 4 2     －  
    当 期 未 処 分 利 益       －  3 , 4 3 6     －  

Ⅴ   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金       －     －  1 , 8 3 4  1 . 3    －  
Ⅵ 　 自 己 株 式       －     －  △ 1 0  △ 0 . 0    －  
Ⅰ   資 本 金 1 8 , 6 1 2  1 4 . 0       －     －     －  
Ⅱ   資 本 剰 余 金 1 7 , 1 8 6  1 2 . 9       －     －     －  

　 　 資 本 準 備 金 1 7 , 1 8 6        －     －     －  
Ⅲ 　 利 益 剰 余 金 1 6 , 6 6 8  1 2 . 6       －     －     －  
　 　 任 意 積 立 金 1 1 , 8 0 3        －     －     －  
　 　 当 期 未 処 分 利 益 4 , 8 6 5        －     －     －  

Ⅳ 　 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2 , 8 6 3  2 . 2       －     －     －  
Ⅴ 　 自 己 株 式 △ 7 7  △ 0 . 1       －     －     －  

資 本 合 計 5 5 , 2 5 3  4 1 . 6 5 5 , 1 8 1  4 0 . 1 7 2  
負 債 及 び 資 本 合 計 1 3 2 , 7 5 3  1 0 0 . 0 1 3 7 , 6 1 4  1 0 0 . 0 △ 4 , 8 6 1  
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 比 較 損 益 計 算 書  比 較 損 益 計 算 書  比 較 損 益 計 算 書  比 較 損 益 計 算 書 
(単位 百万円)

期　　別　　 当    期 前    期
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 3月31日 増減

　科　　目 金額 百分比 金額 百分比
% %

Ⅰ 売上高 149,401 100.0 150,798 100.0 △1,397 
Ⅱ 売上原価 74,358 49.8 75,391 50.0 △1,033 
　   　売上総利益 75,042 50.2 75,406 50.0 △364 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 71,381 47.8 72,501 48.1 △1,120 
     　営業利益 3,661 2.5 2,904 1.9 757 
Ⅳ 営業外収益 623 0.4 730 0.5 △107 
     受取利息 4 23 △19 
     受取配当金 257 275 △18 
　   その他 361 432 △71 
Ⅴ 営業外費用 952 0.6 924 0.6 28 
   　支払利息 344 338 6 
     たな卸資産処分損 411 467 △56 
   　その他 196 118 78 
       経常利益 3,332 2.2 2,710 1.8 622 
Ⅵ 特別利益 4 0.0 1,919 1.3 △1,915 
   　固定資産売却益 4 136 △132 
     厚生年金基金解散益        － 1,783 △1,783 
Ⅶ 特別損失 2,205 1.5 1,364 0.9 841 
　   固定資産除売却損 714 761 △47 
     投資有価証券評価損 1,348        － 1,348 
     貸倒引当金繰入額        － 430 △430 
     その他 142 172 △30 
     税引前当期純利益 1,130 0.8 3,266 2.2 △2,136 
　   法人税、住民税及び事業税 78 0.1 183 0.1 △105 
     法人税等調整額 588 0.4 1,161 0.8 △573 
     当期純利益 464 0.3 1,922 1.3 △1,458 
     前期繰越利益 1,321 1,514 △193 
      利益準備金取崩額 3,079        － 3,079 
     当期未処分利益 4,865 3,436 1,429 

部 門 別 売 上 高部 門 別 売 上 高部 門 別 売 上 高部 門 別 売 上 高
(単位 百万円)

期　　別　　 当    期 前    期
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 3月31日 増減 前年同期比

　科　　目 金　　額 金　　額
%

売  上  高 149,401 150,798 △1,397 99.1
内訳　菓 子 87,371 88,972 △1,601 98.2
      食 品 33,008 32,684 324 101.0
      冷 菓 18,725 18,940 △215 98.9
      その他 10,296 10,201 95 100.9
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 比 較 利 益 処 分 案  比 較 利 益 処 分 案  比 較 利 益 処 分 案  比 較 利 益 処 分 案 

(単位 百万円)

期　　別　　 当    期 前    期

　　科　　目 自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 3月31日

増減

Ⅰ 当期未処分利益 4,865  3,436  1,429  

Ⅱ 任意積立金取崩額

    固定資産圧縮記帳積立金取崩額 192  239  △47  

合      計 5,057  3,676  1,381  

  これを次のとおり処分いたします。

Ⅲ 利益処分額

    株主配当金 1,352  1,354  △2  

（1株につき５円） （１株につき５円）

    固定資産圧縮記帳積立金 170             －   170  

    別途積立金 2,200  1,000  1,200  

合      計 3,722  2,354  1,368  

Ⅳ 次期繰越利益 1,334  1,321  13  
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重 要 な 会 計 方 針重 要 な 会 計 方 針重 要 な 会 計 方 針重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
(2)その他有価証券
 　　   時価のあるもの 　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

　　り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

 　　   時価のないもの 　　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
  (1)製　　　　 　 品 売価還元法による原価法
 (2)商　　　　 　 品
　　（販売用不動産） 個別法による原価法

  (3)原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法
  (4)仕　 　掛 　　品 先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
       建物を除く有形固定資産は定率法、建物については定額法を採用しております。
　　   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 15 年  ～ 50 年
構 築 物 10 年  ～ 40 年
機械及び装置 9 年  ～ 12 年

(2)無形固定資産
       定額法を採用しております。なお､主な耐用年数は､自社利用のソフトウェア５年、営業権５年
     であります。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
　しております。

５．引当金の計上基準
(1)貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り､貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

(2)投資評価引当金 関係会社への投資について実質価値の低下による損失に備えるため、当該会
社の実質価値の低下の程度並びに将来の回復見込等を検討してその所要額を
計上しております。

(3)賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与に充てるため支給見込額を計上しております。
(4)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき､当期末において発生していると認められる額を計上して
おります｡
なお、会計基準変更時差異（9,052百万円）については、８年による按分額
を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間（適
格退職年金制度､退職一時金制度共13年）による定額法により､それぞれ発生
の翌期から費用処理することとしております。

(5)役  員  退  職 役員退職慰労金の支給に充てるため、当社支給内規に基づく期末要支給額を
     慰労金引当金 計上しております。

６. ﾘｰｽ取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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７．ヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい
　　る場合には振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理
　　を採用しております。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
　当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は、以下のとおりであります。

ヘッジ手段   ヘッジ対象
為 替 予 約 外貨建予定取引
オプション付為替予約 　　　〃
金利スワップ 借　　入　　金

(3)ヘッジ方針
　　　内規に基づき、原材料輸入に係る為替変動リスク及び借入金に係る金利変動リスクをヘッジし
　　ております。
(4)ヘッジ有効性評価の方法
　　　内規に基づき、ヘッジ対象及びヘッジ手段のそれぞれから生じるキャッシュ・フロー変動を比
　　較し、両者の変動比率等を基礎にして判断しております。

８．その他財務諸表作成のための重要な事項
(1)消費税等の会計処理方法
     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
(2)1株当たり当期純利益
     当期から｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第2号)及び｢1株当たり当期純利益
   に関する会計基準の適用方針｣(企業会計基準適用指針第4号)を適用しております｡なお､これによる影
   響はありません｡

(会計処理の方法の変更)
       当期より､自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準として｢自己株式及び法定準備金の取崩等
     に関する会計基準｣(企業会計基準第1号)を適用しております｡これによる当期の損益に与える影響は軽微で
     あります｡
       なお､平成14年6月27日定時株主総会の決議に基づき､利益準備金3,079百万円を取崩し､当期未処分利益に
     含めております｡
       また､財務諸表等規則の改正により､当期における貸借対照表の資本の部については､改正後の財務諸表等
     規則により作成しております｡

貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係 当    期    前    期    

１． 有形固定資産の減価償却累計額 96,762百万円 95,915百万円

２. 担保に供している資産 有形固定資産 7,346百万円 7,380百万円
投資有価証券 657百万円 783百万円

　　上記の担保資産に対する債務
短　期　借　入　金 145百万円 145百万円
流動負債の｢その他｣ 460百万円 445百万円
(従業員預り金)
長　期　借　入　金 670百万円 816百万円

３. 保証債務等
保   証   債   務 640百万円 747百万円
経営指導念書差入 4,845百万円 5,963百万円
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４. 期末日満期手形の処理 当    期    前    期    

－     　期末日満期手形の会計処
理は手形交換日をもって決
済処理しております。
　当期末日は金融機関が休
日のため、次の期末日満期
手形が期末残高に含まれて
おります。
　なお、当期については期
末日の前日も金融機関の休
日となっておりますが同日
満期手形はありません。

受取手形 －     110百万円
支払手形 －     952百万円
流動負債の｢その他｣
(工事代金支払手形) －     453百万円

５． 商法第２９０条第１項第６号に規定する配当制限額
　　資産の時価評価により増加した純資産額 2,863百万円 1,834百万円

損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係
当    期    前    期    

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

販 売 促 進 費 36,695百万円 36,242百万円
広 告 宣 伝 費 7,597百万円 7,365百万円
運 賃 5,829百万円 5,923百万円
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 36百万円 4百万円
給 料 手 当 6,975百万円 7,084百万円
賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,127百万円 1,151百万円
退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額 1,537百万円 3,187百万円

役 員 退 職 慰 労 金
引 当 金 繰 入 額 66百万円 52百万円

減 価 償 却 費 639百万円 738百万円
２.研究開発費の金額

一般管理費に含まれる研究開発費 1,895百万円 1,993百万円

３.固定資産売却益の内訳
土　　　　　　地 1百万円 119百万円
そ　 　の 　　他 2百万円 17百万円
合　　　　　　計 4百万円 136百万円

４.固定資産除売却損の内訳
建　　　　　　物 288百万円 228百万円
機 械 及 び 装 置 385百万円 456百万円

　土　　　　　地(注) 8百万円 －     
そ　 　の 　　他 24百万円 34百万円
合　　　　　　計 706百万円 720百万円

(注) 当期　　土地の除却損８百万円は、コース勘定であります。

建　　　　　　物 0百万円 0百万円
機 械 及 び 装 置 6百万円 40百万円
そ　 　の 　　他 0百万円 1百万円

8百万円 41百万円

除　却　 損

売  却　損



 8 

 

リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価
　    償却累計額相当額及び期末残高相当額

当    期    前    期    

取得価額相当額 機械及び装置 1,352百万円 1,352百万円
そ 　の 　他 3,766百万円 4,321百万円
合　　　　計 5,119百万円 5,674百万円

減価償却累計額相当額 機械及び装置 1,076百万円 926百万円
そ 　の 　他 1,909百万円 2,782百万円
合　　　　計 2,986百万円 3,708百万円

期末残高相当額 機械及び装置 275百万円 426百万円
そ 　の 　他 1,857百万円 1,539百万円
合　　　　計 2,132百万円 1,966百万円

　(2)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 902百万円 773百万円
１年 超 1,311百万円 1,289百万円
合  計 2,214百万円 2,063百万円

　(3)支払リース料、減価償却費
　    相当額及び支払利息相当額

支払リース料 966百万円 1,021百万円
減価償却費相当額 886百万円 932百万円
支払利息相当額 65百万円 77百万円

　(4)減価償却費相当額及び
      利息相当額の算定方法

減価償却費相当 リース期間を耐用年数 同左    
額の算定方法 とし、残存価額を零と

する定額法によってお
ります。            

利息相当額の  リース料総額とリース 同左    
算定方法 物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額
とし、各期への配分方
法については、利息法
によっております。  

有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係
当社における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

(1)流動資産 当    期    前    期    
繰延税金資産

未 払 費 用
( 販 売 促 進 費 ) 858百万円 904百万円

賞 与 引 当 金 650百万円 530百万円
貸 倒 引 当 金 99百万円 336百万円
繰 越 欠 損 金 345百万円 951百万円
そ の 他 418百万円 354百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 2,371百万円 3,077百万円

当    期    前    期    
(2)固定負債

繰延税金資産
退 職 給 付 引 当 金 2,209百万円 2,131百万円
退 職 給 付 信 託 設 定 額 908百万円 938百万円
貸 倒 引 当 金 ( 長 期 ) 121百万円 134百万円
そ の 他 938百万円 975百万円
　　小　　 　計　　 4,176百万円 4,179百万円
評 価 性 引 当 額 △178百万円 △185百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 3,997百万円 3,994百万円

繰延税金負債
固 定 資 産
圧 縮 記 帳 積 立 金 △5,281百万円 △5,584百万円

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 △1,869百万円 △1,264百万円

そ の 他 △1,177百万円 △989百万円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △8,328百万円 △7,837百万円

繰延税金負債の純額 △4,330百万円 △3,843百万円

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
当    期    

  法　定　実　効　税　率　　　　　　 40.8%  
（調整）
交際費等永久に損金算入
さ れ な い 項 目

17.9%  

法 定 実 効 税 率 変 更 △6.5%  
住 民 税 均 等 割 6.9%  
そ の 他 △0.2%  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.9%  

(注) 前期については､法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の5
     以下であるため､財務諸表等規則第8条の12第3項により注記を省略しております｡

３．地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第9号)が平成15年3月31日に公布されたことに伴い､当期の繰
    延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし､平成16年4月1日以降解消が見込まれるものに限る)に使用した法
    定実効税率は､前期の40.8%から39.5%に変更されました｡その結果､繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を
    控除した金額)が135百万円､当期に計上された法人税等調整額が74百万円それぞれ減少し､その他有価証券評価
    差額金61百万円増加しております｡
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役　員　の　異　動役　員　の　異　動役　員　の　異　動役　員　の　異　動
　　　　　　　（平成１５年６月２７日付）

１．代表者の異動
　　該当事項はありません

２．その他の役員の異動
（１)  役員の役職等の異動
      株主総会終了後の取締役会において選任の予定

　　　　　・専務取締役　　　　　　　　　　川　原　　久　　（現　常務取締役）
　　　　　・専務取締役　　　　　　　　　　鈴　木　　章　　（現　常務取締役）
　　　　　・常務取締役　　　　　　　　　　池　上　壹　彦　（現　取締役）

      株主総会終了後の監査役の互選において選任の予定
・常勤監査役　　　　　　　　　　原　田　　宏　  （現　常任監査役）
・常勤監査役　　　　　　　　　　中　田　　良　  （現　常任監査役）


